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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．△は損失を示しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。 

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

売上高（千円） 262,692 335,767 181,901 164,588 221,167 

経常損益（千円） △656,147 △655,354 △911,257 △1,258,025 △82,748 

当期純損益（千円） △757,093 △721,459 △1,020,378 △2,415,136 △106,699 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,969,699 2,969,699 3,719,819 3,719,819 3,719,819 

発行済株式総数（株） 10,651,850 10,651,850 14,223,850 14,223,850 14,223,850 

純資産額（千円） 3,415,468 2,700,323 3,182,946 771,164 680,361 

総資産額（千円） 10,068,049 8,771,030 4,508,016 1,091,803 1,207,391 

１株当たり純資産額（円） 320.65 253.52 223.78 54.21 47.83 

１株当たり配当額（円） 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損益金額

（円） 
△79.01 △67.73 △95.36 △169.80 △7.50 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 33.9 30.8 70.6 70.6 56.3 

自己資本利益率（％） － － － － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△1,483,502 △1,556,363 1,901,833 △703,934 △7,818 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
650,655 △1,615,064 △736,658 △169,116 15,516 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
7,072,833 △520,000 △3,403,926 △950,000 50,000 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
7,656,283 4,109,194 1,905,706 82,713 140,415 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 
64（7） 50（14） 52（4） 21（4） 8（－）



５．転換社債の転換により平成13年３月27日に1,234千株、同年７月６日に617千株（合計1,851千株）の新株式

を発行しております。 

６．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

７．平成14年９月期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除

く。）の計算については、発行済株式から自己株式を控除して算出しております。 

８. 第２１期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

２【沿革】 

年月 事項 

昭和57年10月 名古屋市名東区において資本金500万円により会社設立。 

11月 パーソナルコンピュータ用ゲームソフトウェア「ピラミッド」を発売。 

昭和59年12月 パーソナルコンピュータ用ゲームソフトウェア「ハイドライド」を発売。 

昭和60年９月 合資会社中央劇場と合併。 

昭和61年４月 特殊法人基礎技術研究促進センターを中心に、株式会社日本データベースネットワーク研究所を

設立、共同出資。 

昭和62年２月 郵政省の「ゆうパック」による、ソフトウェアの販売を目的として、株式会社日本テレソフトを

設立、共同出資。 

平成元年５月 郵政省の管轄する「逓信総合博物館」向けに「貯金パソコンゲーム」を制作、館内の郵政省ブロ

ックにて展示。 

10月 パーソナルコンピュータ用ゲームソフトウェア「遙かなるオーガスタ」を発売。 

平成２年10月 クリスタルソフト株式会社と合併。 

平成３年４月 「遙かなるオーガスタ」を発売し、家庭用ビデオゲームソフトウェア市場に本格的に参入。 

11月 家庭用ビデオゲームソフトウェア「WAIALAE COUNTRY CLUB」を北米で発売。 

平成４年４月 家庭用ビデオゲームソフトウェア「ペブルビーチの波濤」を日本と北米で同時発売。 

平成５年４月 本社ビル竣工。本店所在地を「名古屋市名東区照が丘10番地」に移転。 

平成６年２月 ゴルフシミュレーションシステム「T&E VR GOLF ワールドグリーン」を発売。 

11月 愛知県瀬戸市菱野町465番地に、ゴルフシミュレーションシステムのアンテナショップ「ワール

ドグリーン大樹」を開設。 

平成７年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

４月 大阪開発部を「大阪市淀川区西宮原２丁目１番３号」に移転。 

平成11年５月 大阪開発室を本社に統合、事業所閉鎖。 

平成12年３月 「ゴルフパラダイス」（コース自動生成システムGenesys-G搭載）を発売し、プレイステーショ

ン２市場に参入。 

平成13年１月 米国ディズニー社と資本・業務提携し、オンライン事業に参入。 

３月 Gama Internet Technology USA, Inc. を買収し、100％子会社とする。 

６月 本店所在地を東京都目黒区に移転。 

12月 本店所在地を東京都渋谷区に移転。 

平成14年３月 新事業のオンラインサービス「ディズニーワンダーランド」テストサービス開始。 

４月 名古屋オフィスを本社に統合、事業所閉鎖。 

５月 株式会社ティーアンドイーソフトから株式会社ディーワンダーランドに商号変更。 

平成15年７月 ディズニーワンダーランド事業グランドオープン。 

12月 

 平成16年10月 

 平成16年11月 

本店所在地を現住所に移転。 

 企業内ネッワークシステム開発事業へ進出。 

 「ディズニーワンダーランド」サービス終了。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年９月 Gama Internet Technology USA, Inc. を清算。 



３【事業の内容】 

 当社は、企業集団を構成する関係会社はありません。なお、当社は、インターネット技術、オープンソース・ソフ

トウエアを利用したシステム企画から受託開発、システムインテグレーション及び保守運営までの一貫したサービス

の業務を行っております。   

 事業内容と当社と当該事業における位置付けは、次のとおりであります。  

 事業の系統図は次のとおりであります。         

  

  

４【関係会社の状況】 

 前事業年度において、清算手続中でありました 子会社 Ｇａｍａ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ 

ＵＳＡ,Ｉｎｃ. については、当事業年度に清算を結了しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（社外から当社への出向者を含みます。）であります。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比し、13名減少したのは、コスト削減を目的として前期から実行してまいりました人員

削減によるものです。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

区分 事業内容 主要な会社 

当社  ＩＴソリューションに関するサービス全般 株式会社ディーワンダーランド 

  平成17年9月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

8 34.0  1.1  5,475,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景として設備投資が増加するなど回復基調にあるものの、

原油価格の高騰、増税・年金問題等将来に対する不安は払拭されておらず、景気全般としては緩やかな回復基調にと

どまりました。 

 情報サービス産業におきましては、緩やかな景気の回復に伴って、顧客企業のＩＴ関連分野への投資は堅調に推移

して参りましたが、一方においては顧客の情報システムに対する低価格・高品質要請や価格引下げ要求など、経営環

境は厳しい状況が続いております。 

 このような環境の中、当社は、「ディズニーワンダーランド」事業で蓄積したインターネット技術、オープンソー

スを利用したシステム開発と運用のスキルを活かすべく、企業内ネットワークシステム開発事業を開始し、システム

開発のみならずＩＴソリューションに関するサービス全般を事業分野として受注活動を行いました。その結果、コン

サルティング、インフラの設計・構築業務を含めた大型システム開発案件の受注に成功し、計画を達成しました。し

かしながら、システム開発案件の後半において、顧客より仕様変更、追加要件の要請があり、システムの完成が次期

に延期することとなりました。 

 以上の結果、売上高は221百万円（前期比34.3%増）、経常損失は82百万円（前期比93.4%減）、となり、当期純損失

は106百万円（前期比95.5%減）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、140百万円で前事業年度末に比べ57百万

円増加しました。 

これは、主にシステム開発案件において、進捗状況に応じて顧客から前受金として231百万円を受領したこと、及

び金融機関から運転資金として50百万の借入を行ったことによるものであります。 

  当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当事業年度において営業活動の結果使用した資金は７百万円（前年同期は703百万円の使用）となりました。これ

は主に「ディズニーワンダーランド」サービスの終了による損益の大幅な改善及び主に企業内ネットワークシステム

開発の受注案件において、開発の進捗状況に応じて、受注先より231百万円を受領し前受金として計上したことによ

るものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当事業年度において投資活動の結果得られた資金は15百万円（前年同期は169百万円の使用）となりました。これ

は主に「ディズニーワンダーランド」サービスの終了によりコンテンツ制作への投資がなくなったこと及び事務所の

一部解約による返戻保証金収入15百万円が発生したことによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当事業年度において財務活動の結果得られた資金は50百万円（前年同期は950百万円の使用）となりました。これ

は金融機関から運転資金として50百万円の借入を行ったことによります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

当事業年度における仕入実績はありません。 

  

(2）受注実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税は含まれておりません。  

(3）販売実績  

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

事業部門 受注高 (千円) 前年同期比（％） 受注残高 (百万円) 前年同期比（％）

 システム開発事業 582,000 － 398,000 － 

合計 582,000 － 398,000 － 

事業部門 
当事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

システム開発事業（千円） 184,000 － 

不動産賃貸事業（千円） 34,159 52.9 

その他（千円） 3,007 △95.5 

合計（千円） 221,167 34.3 

相手先 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 
総販売実績に対す
る割合（％） 

金額（千円） 
総販売実績に対す
る割合（％） 

ステファニー化粧品株式会社 － － 184,000 83.1 

ニフティ株式会社 51,064 31.0 － － 

株式会社三菱総合研究所 48,921 29.7 － － 

株式会社ディープ 16,800 10.2 16,800 7.5 



３【対処すべき課題】 

当社が業績の回復、財務体質の強化を実現させるためには、ＩＴソリューション事業を収益の柱となるように成長さ

せることが急務であります。    

  そのために今後対処すべき課題は次のとおりです。 

① システム開発体制の充実 

  ＩＴソリューション事業におけるコンサルティング、システム企画・開発および営業のノウハウを持つ人材の確保を

進めると同時に、プロジェクト毎に専門性が高い外部スタッフを有効に活用し、コストを意識した上で、期限の厳守、

品質の確保、個別の顧客ニーズへのきめ細かい対応ができる体制の強化に取り組んでまいります。 

② 営業力の強化 

 当面の営業活動は、当社を含め、取引先等の人脈を最大限に活用し、受注目標先を絞り込む形で行いますが、開発

体制の充実状況に合わせて、人員を拡充いたします。また、顧客のビジネス展開を見極めて、そのために必要なシス

テムを先取りし積極的な提案を行い、顧客の期待に応え、その積み重ねで真のビジネスパートナーといえる信頼関係

を築き、安定的に受注を確保できる体制の確立を目指して、全社的に取り組んでまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。 

  なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（１）財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動について 

   第５「経理の状況」の継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、当社は、継続的に大

幅な営業損失を計上しております。 

（２）システム開発の遅れについて 

   システム開発事業は、顧客企業のニーズの変化、方針、体制等の変換による開発期間、内容等の変更の発生や、そ

れらに対しての当社開発体制整備により開発の遅れが発生し、当社の業績に影響を及ぼす恐れがあります。 

（３）特定顧客への依存について 

   当社は、ＩＴソリューションに関するサービス全般を事業分野とし、コンサルティングの段階からシステムの企

画・設計・開発、ハードウェア・ソフトウェアの調達及びそれらを組み合わせたシステムの保守・運用までのサービ

スを提供しておりますが、現状では多くの案件を同時に手がけるだけの組織ではないことから、特定顧客へ集中的に

リソースを投入しており、特定顧客と案件が成約すると、派生して別の案件へと取引が拡大する傾向にあることか

ら、結果として特定顧客への売上が集中する傾向にあります。したがって、仮に特定顧客との取引が解除になった場

合、当社の売上に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 （４）人材の確保について 

 当社の事業分野であるＩＴソリューションサービスにおけるプロジェクトの推進にあたっては、プロジェクトリー

ダーがコンサルティングを始めとして、必要なスキルを持った人材、外注先の手配、使用するＩＴ技術の選定、ハー

ドウェア、ソフトウェアの選定・調達、スケジュール、予算等の管理などのプロジェクト管理を行っております。プ

ロジェクトリーダーは、顧客のビジネスの本質を理解し、ビジネス戦略を提案するコンサルティング能力とＩＴ技術

を駆使したシステム構築能力の両方を備え、かつ管理・調整能力を合わせ持つ必要があります。当社はこうしたプロ

ジェクトリーダーになり得る人材の確保を最重要と認識し、人材確保のための努力を進めておりますが、人材獲得に

失敗、あるいは既存の人材が社外に流失した場合には、当社の業績及び事業運営に支障をきたす恐れがあります。 



 （５）小規模組織であることについて 

 平成17年9月30日現在、当社は、取締役3名、監査役3名（うち非常勤２名）、従業員8名の小さな組織であり、内部

管理体制も現状の組織規模に応じたものになっております。 

 今後、事業の成長に合わせて、従業員の育成、人員の増強及び内部管理体制の充実を図る方針でありますが、人材

の確保及び内部管理体制の充実が円滑に進まなかった場合には、適切な組織対応ができず、当社の業務効率や事業拡

大に支障をきたす恐れがあります。  

（６）減損会計導入について 

   当社は、事業用不動産として複数の土地及び建物を所有しております。今後、「固定資産の減損に係る会計基準」

の適用に伴い、地価等が下落している不動産賃貸資産等について、取引事例及び市場性等の検討を加えた結果、減損

処理が必要となった場合につきましては、当社の業績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

(1）合併契約 

 該当事項はありません。 

(2）営業譲渡契約 

 該当事項はありません。 

(3）技術援助契約 

 該当事項はありません。 

(4）その他 

    平成14年12月６日にブエナ・ビスタ・インターネット・グループ・インクと締結しました知的財産権の使用許諾

    契約について、平成17年７月１日付で契約を終了しております。 

  

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社における財政状態及び経営成績の分析は、以下の通りです。 

  なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（１） 当事業年度の財政状態及び経営成績の分析 

   ① 経営成績 

    当事業年度における経営成績の概況については、「１ 業績等の概要」に記載しております。 

   ② 財政状態 

   （流動資産） 

 当事業年度末における流動資産は、279百万円で前事業年度末に比べて151百万円増加しました。主な増加要因

は、システム開発案件において126百万円を仕掛品として計上したこと、及び顧客からの前受金、金融機関からの

借入により現金及び預金が57百万円増加したことであります。 

（固定資産） 

 当事業年度末における固定資産は、928百万円で前事業年度末に比べ36百万円減少しました。主な減少要因は、

株式相場の好況により投資有価証券が26百万円増加した一方で、建物等の減価償却等で有形固定資産が38百万円減

少したこと、事務所一部解約により保証金が15百万円減少したこと、及び子会社の清算手続完了により関係会社株

式が6百万減少したことであります。 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債は、498百万円で前事業年度末に比べ198百万円増加しました。主な増加要因は、

前事業年度末に「ディズニーワンダ－ランドサービス」終了に伴う費用の未払金が88百万円減少した一方で、シス

テム開発案件において、進捗状況に応じて顧客から231百万円を受領し前受金が231百万円増加したこと、及び金融

機関から運転資金として50百万の借入を行い短期借入金が50百万円増加したことであります。 

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債は、28百万円で前事業年度末に比べ8百万円増加しました。主な増加要因は、退

職給付引当金が7百万円減少した一方で、投資有価証券の評価増により繰延税金負債が10百万円増加したこと、及

び名古屋の所有不動産への新規のテナント入居により預り保証金が４百万円増加したことであります。 

（資本） 

 当事業年度末における資本は、680百万円で前事業年度末に比べ90百万円減少しました。主な減少要因は、有価

証券評価差額金が15百万円増加した一方で、未処理損失が106百万円増加したことであります。 

    この結果、自己資本比率は、70.6％から56.3％に減少し、期末発行済株式総数に基づく1株当たり自己資本は、

54.21円から47.83円に減少しました。 

（２） 経営成績に重要な影響を与える要因について 

「４ 事業等のリスク」に記載の通りであります。 

（３） 資本の財源及び資金の流動性について 

    ① キャッシュ・フロー 

    当事業年度におけるキャッシュ・フローについては、「１ 事業等の概要 （2）キャッシュ・フローの状況」

に記載の通りです。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

特記すべき事項はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 平成17年９月30日現在における事業所別の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであります。 

 （注）１．投下資本の金額は、帳簿価額であります。 

２．本社の建物は賃借しております（417㎡）。    

３．上記中［ ］書は、賃貸中のものを内数で表示しております。なお、貸与資産はテナントビルとその駐車場

で、貸与先は株式会社ディープ他13者であります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

５．上記金額には、消費税等は含まれておりません。  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

土地 
建物 
（千円） 

構築物 
（千円） 

工具器具
備品 
（千円） 

ソフトウェア 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員数 
（名） 面積

（㎡） 
金額 
（千円） 

本社 

（東京都品川区） 

会社統括業

務および企

画・開発 

－ － 7,729 － 15,459 999 24,188 8 

貸与資産 

（名古屋市名東区） 
賃貸ビル 

884.00 

[884.00]

452,694 

[452,694]

211,613

[211,613]

4,580

[4,580]
－ － 668,888 － 

貸与資産 

（岐阜県各務原市） 
賃貸ビル 

855.87 

[855.87]

141,211 

[141,211]

16,657

[16,657]

138

[138]
－ － 158,007 － 

名称 
台数
（台） 

リース期間 
年間リース料
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

複写機 

（所有権移転外ファイ

ナンス・リース） 

2 平成13年４月～平成18年10月 614 666 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は

含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19第２項に基づく特別決議による新株引受権の状況 

（平成13年５月25日臨時株主総会決議） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 42,600,000 

計 42,600,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,223,850 14,223,850 ジャスダック証券取引所 － 

計 14,223,850 14,223,850 － － 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000 30,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,050（注）１ 1,050（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年６月１日 

至 平成18年１月14日 

自 平成14年６月１日 

至 平成18年１月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     1,050 

資本組入額     525 

発行価格     1,050 

資本組入額     525 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ （注）３ 



（平成13年12月21日定時株主総会決議） 

 （注）１．行使価額の調整 

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

２．権利行使日においても、当社、当社の関係会社または株式会社アリカの取締役・監査役または従業員である

ことを要する。ただし、対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を

除く。 

３．権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

②商法第280条ノ20並びに商法第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況 

（平成14年４月26日臨時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．行使価額の調整 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000 30,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,050（注）１ 1,050（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年６月１日 

至 平成18年１月14日 

自 平成14年６月１日 

至 平成18年１月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     1,050 

資本組入額     525 

発行価格     1,050 

資本組入額     525 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ （注）３ 

  調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 400（注）１ 400（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,000 40,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,050（注）２ 1,050（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年６月16日 

至 平成18年１月14日 

自 平成14年６月16日 

至 平成18年１月14日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     1,050 

資本組入額     525 

発行価格     1,050 

資本組入額     525 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



３．権利行使日においても、当社、当社の関係会社または株式会社アリカの取締役・監査役または従業員である

ことを要する。ただし、対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を

除く。 

４．権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

（平成15年12月19日第21期定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２．行使価額の調整 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

３．権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただ

し、対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

４．権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

    （平成16年12月22日第22期定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,250（注）１ 1,250（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 125,000 125,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 420（注）２ 420（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月19日 

至 平成20年１月18日 

自 平成16年１月19日 

至 平成20年１月18日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     420 

資本組入額    210 

発行価格     420 

資本組入額    210 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）   2,100（注）１   2,100（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  210,000 210,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 294（注）２ 294（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月19日 

至 平成21年１月21日 

自 平成17年７月19日 

至 平成21年１月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   294 

資本組入額  147 

発行価格   294 

資本組入額  147 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 



    ２．行使価額の調整 

          行使価格は、権利付与日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の株式会社ジャスダック証

    券取引所が公表する当社普通株式の最終価格の平均値に1.05を乗じた金額とし、1円未満の端数は切り上るただ 

    し、その価額が権利付与日の株式会社ジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価額（当日に当該

    売買価額がない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合には、権利付与日の株式会社ジャスダック

    証券取引所が公表する当社普通株式の最終価額とする。 

         なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未 

        満の端数は切り上げるものとする。 

３. 権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、

対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

４. 権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

③商法第280条ノ20の規定に基づく新株予約権の状況 

（平成15年３月７日取締役会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は100株であります。 

２．払込金額の調整 

(1) 当社が新株予約権発行後に株式分割または株式併合を行う場合、当社は次の算式により1株当たり払込

金額を調整し、調整の結果生じる1円未満の端数を切り上げる。 

(2) 当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整

することができ、調整の結果生じる1円未満の端数を切り上げる。 

(3)①当社が時価を下回る払込価額で当社普通株式を発行する場合、当社は次の算式により1株当たり払込金

額を調整し、調整の結果生じる円未満小数点第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。なお、

次の算式において、「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含ま

ないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を処分する場合には、

「新発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとする。 

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 26,190（注）１ 26,190（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  2,619,000 2,619,000  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 190（注）２ 190（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年３月25日 

至 平成19年10月31日 

自 平成15年３月25日 

至 平成19年10月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   194 

資本組入額  97 

発行価格   194 

資本組入額  97 

新株予約権の行使の条件 － － 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ （注）３ 

調整後１株あたり払込金額 ＝ 調整前１株当たり払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率 

    既発行 

株式数 
+
新発行・処分株式数× 1 株当たりの発行・処分価額 

調整後 

行使価額 
= 
調整前 

行使価額
× 

時価 

既発行株式数+ 新発行・処分株式数 



②行使価額調整式に使用する「時価」とは、当社が普通株式の発行を決議する当該取締役会の決議日にお

ける株式会社ジャスダック証券取引所が公表する当社の普通株式の最終価格（当日に当該売買価格がな

い場合は、その日に先立つ直近日の当該売買価格）とする。なお、当社の普通株式が証券取引所に上場

された場合には、行使価額調整式に使用する時価は、当該証券取引所（同時に複数の証券取引所に上場

された場合は主要な一取引所）における当社の普通株式の普通取引の終値（当日に終値がない場合は、

その日に先立つ直近日の終値）とする。主要な一取引所とは、当社の普通株式の普通取引の出来高、値

付率等を考慮して当社が最も適切と判断する証券取引所をいう。 

③行使価額調整式に使用する「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日が

ない場合は調整後の行使価額を適用する日の一ヶ月前の日における当社の発行済株式数とする。 

③行使価額調整式に使用する「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日が

ない場合は調整後の行使価額を適用する日の一ヶ月前の日における当社の発行済株式数とする。 

④行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が1円未満に留まるときは、行使

価額の調整は行わない。ただし、調整されなかった当該差額は、その後行使価額の調整を必要とする事

由が発生した場合に当該調整において反映される。 

(4) 時価を下回る価格を行使価額とする新株予約権証券若しくは新株予約権が付与された証券の発行を行う

場合又は時価を下回る払込価額で自己株式を処分する場合にも、前号に従い行使価額を調整する。 

(5) 毎年９月３０日又は３月３１日（以下「決定日」という。）までの売買の成立した５連続取引日（決定

日を含み、決定日から起算して順次取引の成立した５日間をいう）の株式会社ジャスダック証券取引所が公

表する当社の普通株式の最終価格の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じたときは、その端数を切り上

げた金額）が、決定日に有効な行使価額を１円以上下回る場合には、行使価額を前記により算出された金額

に修正し、決定日以降これを適用する。 

３．本新株予約権の移転に際しては、譲受人の氏名及び住所を新株予約権原簿に記載し、かつその氏名を新株予

約権証券に記載しなければ、譲受人は本要項に基づく権利を当社に主張できない。本新株予約権の移転に伴

い、新株予約権原簿及び新株予約権証券の名義書換を当社に請求する場合は、その新株予約権証券の個数、

譲受人の氏名及び住所その他必要な事項を記載した当社所定の書式により請求し、かつその新株予約権証券

を当社に提出してその名義書換手続を受けるものとする。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）1 転換社債の転換による増加 

2 第三者割当 3,572千株 

発行価格   420円 

資本組入額  210円 

割当先   株式会社オリエンタルランド 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が270単元（27,000株）含まれております。  

２．自己株式567株は「個人その他」に５単元及び「単位未満株式の状況」に67株を含めて記載しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成12年10月１日～

平成13年9月30日 

（注）1 

1,851,850 10,651,850 749,999 2,969,699 749,999 2,992,959 

平成14年10月1日～ 

平成15年9月30日 

（注）2 

3,572,000 14,223,850 750,120 3,719,819 750,120 3,743,079 

  平成17年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府および
地方公共団
体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人）  － 3 11 23 2 2 1,418 1,459 － 

所有株式数

（単元） 
 － 3,732 1,456 12,861 479 32 123,677 142,237 150  

所有株式数の

割合（％） 
 － 2.63 1.02 9.04 0.34 0.02 86.95 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった株式会社オリエンタルランドは、当事業年度では主要株主ではなくなりまし 

   た。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が27,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数270個が含まれております。 

  平成17年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

宮本 雅史 東京都目黒区青葉台２丁目10番31号 7,564 53.18 

株式会社オリエンタルランド 千葉県浦安市舞浜１－１ 911 6.41 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 283 1.99 

横山 俊朗 愛知県日進市岩崎台１丁目2009番地 235 1.65 

横山 英二 東京都渋谷区神宮前３丁目15番24－403 234 1.64 

ティーアンドイーソフト・フ

ァンド２号 
東京都世田谷区経堂５丁目13－10 193 1.35 

堀江 晴夫 埼玉県入間市大字仏子１４７１－１１ 134 0.94 

株式会社ＡＲＴシステム 
東京都中央区日本橋茅場町２丁目７－９ 

コニーセントラルビル４Ｆ 
100 0.70 

株式会社ノア企画 
東京都豊島区東池袋３丁目１－１    

サンシャイン60－37Ｆ      
90 0.63 

曽我 道治 東京都新宿区下落合４丁目19－21 70 0.49 

計 ────── 9,815 69.0 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,223,200  142,232 － 

単元未満株式 普通株式     150 － － 

発行済株式総数 14,223,850 － － 

総株主の議決権 － 142,232 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定により当社取締役

及び従業員に対して、新株引受権を付与することを、平成13年５月25日開催の臨時株主総会及び平成13年12月21日開

催の第19期定時株主総会において決議されたもの及び改正後の商法280条ノ20並びに商法280条ノ21の規定により当社

取締役及び従業員に対して、新株予約権を付与することを平成14年４月26日開催の臨時株主総会、平成15年12月19日

開催の第21期定時株主総会、平成16年12月22日開催の第22期定時株主総会及び平成17年12月22日開催の第23期定時株

主総会において決議されたものであります。 

 その内容については、次のとおりであります。 

① 平成13年５月25日開催の臨時株主総会決議に基づくもの 

② 平成13年12月21日開催の第19期定時株主総会決議に基づくもの 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ディーワ

ンダーランド 

東京都品川区東五

反田５丁目２３番 

７号 

 500 － 500  0.00  

計 －  500 － 500  0.00  

決議年月日 平成13年５月25日 

付与対象者の区分及び人数 取締役２名  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 30,000 

新株予約権の行使時の払込金額 1,050円 （注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年６月１日 

至 平成18年１月14日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

決議年月日 平成13年12月21日 

付与対象者の区分及び人数 取締役２名  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 30,000 

新株予約権の行使時の払込金額 1,050円 （注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年６月１日 

至 平成18年１月14日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 



③ 平成14年４月26日開催の臨時株主総会決議に基づくもの 

 （注）１．行使価額の調整 

当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

２．権利行使日においても、当社、当社の関係会社または株式会社アリカの取締役・監査役または従業員である

ことを要する。ただし、対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を

除く。 

３．権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

④ 平成15年12月19日開催の第21期定時株主総会決議に基づくもの 

  

⑤ 平成16年12月22日開催の第22期定時株主総会決議に基づくもの 

決議年月日 平成14年４月26日 

付与対象者の区分及び人数 取締役１名 従業員１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 40,000 

新株予約権の行使時の払込金額 1,050円 （注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年６月16日 

至 平成18年１月14日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

  調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

決議年月日 平成15年12月19日 

付与対象者の区分及び人数 取締役１名 従業員１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 125,000 

新株予約権の行使時の払込金額 420円（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月19日 

至 平成20年１月18日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

決議年月日 平成16年12月22日 

付与対象者の区分 取締役２名 従業員４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 210,000 

新株予約権の行使時の払込金額 294（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年１月22日 

至 平成21年１月21日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 



 （注）１．行使価額の調整 

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

２. 権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、

対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

３. 権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

⑥ 平成17年12月22日開催の第23期定時株主総会決議に基づくもの 

 （注）１．行使価額の調整 

      行使価額は、権利付与日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の株式会社ジャスダック

証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格の平均値に1.05を乗じた金額とし、1円未満の端数は切り上げ

る。ただし、その金額が権利付与日の株式会社ジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格

（当日に取引が成立しない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合には、権利付与日の株式会社

ジャスダック証券取引所が公表する当社普通株式の最終価格とする。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げるものとする。 

２. 権利行使日においても、当社、当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、

対象者が役員の任期満了により退任した場合、従業員が定年により退職した場合を除く。 

３. 権利の譲渡・質入その他一切の処分は認めない。 

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

決議年月日 平成17年12月22日 

付与対象者の区分 当社の取締役及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 300,000を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年１月５日 

至 平成24年１月４日 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却または償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の株主各位への利益還元に関する基本的な考え方は、業績の進展に応じ、株式の分割等をタイムリーにかつ有

機的に組み合わせを実施し、投資家尊重の立場で対応することを基本方針としております。今後につきましては、業

績回復に注力するとともに、財務体質の強化をはかり、株主各位のご期待に添うべく、利益還元を目指し、全力を傾

けていく所存であります。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所における最高・最低株価を記載しており、それ以前は日本証券

業協会が公表する最高・最低株価を記載しております。なお、第23期の事業年度別最高・最高株価のうち、※

は日本証券業協会が公表する最高・最低株価を記載しております。  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） ジャスダック証券取引所における最高・最低株価を記載しております。 

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） 1,690 780 654 450 
553 

※258 

最低（円） 641 410 300 165 
175 

※165 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 495 385 380 309 350 335 

最低（円） 366 232 243 270 253 306 



５【役員の状況】 

 （注） 監査役浅井 昭弘及び内村 幸弘は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定め

る社外監査役であります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
ＣＥＯ 久野 哲彦 (昭和33年３月27日生)

平成８年５月 株式会社ワーナーミュージック・

ジャパン情報システム部マネージ

ャー 

平成９年７月 日本オラクル株式会社コンサルテ

ィングサービス本部プラクティス

マネージャー 

平成15年９月 当社 特別顧問 

平成15年11月 当社入社 開発統轄部長 

平成15年12月 当社 取締役 

平成16年10月 当社 取締役ＣＯＯ兼システム開

発事業部長 

平成17年３月 当社 代表取締役社長（現任） 

－ 

取締役  管理部長 大浦 隆文 (昭和37年11月３日生)

平成４年４月 株式会社十八銀行入行 

平成12年６月 株式会社ウェディングス入社 

平成16年５月 当社入社 管理部マネージャー 

平成16年12月 当社 取締役管理部長（現任） 

－ 

取締役   横山 俊朗 (昭和26年５月28日生)

昭和56年４月 中日本映像株式会社入社 

昭和57年10月 当社設立 取締役営業部長 

昭和59年７月 当社 代表取締役社長 

平成13年５月 当社 取締役（現任） 

平成14年７月 株式会社ディープ(現 株式会社デ

ジタルゴルフ）代表取締役社長

（現任） 
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常勤監査役   田中 嘉博 (昭和10年７月25日生)

昭和34年４月 株式会社中央相互銀行（現 株式

会社愛知銀行）入行 

平成２年８月 当社出向 総務部経理課長 

平成５年４月 当社内部監査室長 

平成５年９月 当社入社 内部監査室長 

平成５年12月 当社常勤監査役（現任） 

2 

監査役   浅井 昭弘 (昭和30年４月26日生)

平成２年２月 税理士登録 

平成３年10月 有限会社アサイビジネスサーチャ

ー設立 

 代表取締役社長（現任） 

平成５年１月 浅井昭弘税理士事務所開業（現

任） 

平成７年12月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   内村 幸弘 (昭和41年５月19日生)

平成６年３月 株式会社エスシステム 入社 

平成13年３月 同社社長室付（現任） 

平成15年９月 当社監査役（現任）  

－ 

        計 237 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    当社のコーポレートガバンスに関する基本的な考え方は、効率的で透明性が高い企業経営システムを構築す

る上で、コーポレート・ガバナンスの確立は極めて重要な経営課題と認識しております。 

（１）コーポレート・ガバナンスの施策実施状況  

①会社の機関の内容 

    当社は監査役制度を採用しております。監査役は３名で構成され、監査役全員が取締役会ほか重要な会議に

常時出席し、取締役の職務執行に対して厳格な監督を行い、必要な指摘と提言を行っております。また、監査

役会を随時開催し、公正かつ客観的な立場から経営活動全般を対象とした監督活動を行っております。 

    取締役会については、経営戦略・事業計画の執行に関する最高意思決定機関として全取締役3名で構成されて

おり、監査役3名の出席のもと、原則として毎月1回以上開催し、経営上の重要な事項について十分な審議を行

った上で適切な意思決定を行う体制をとっております。 

    さらに、当社では、取締役会における迅速かつ的確な意思決定に寄与する機関として、経営会議を設置し、

適宜開催しております。 

   なお、社外取締役、社外監査役とも当社との間に特別な利害関係はありません。 

②内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況 

     現在の当社の組織は小規模で、常勤役員が個々の社員まで把握できる状況にあります。緊急時の連絡体制の確

認を行うとともに、風通しの良い社風の維持に心掛け、個々の案件及び問題について、報告・連絡・相談が迅速

に行われるようにしております。また、経営会議におきましては、全社を取り巻く諸問題について話し合い、共

通認識を持つとともに必要な対応を協議しています。 

     なお、重要な法務的問題及びコンプライアンスに関する事項については、社外の顧問弁護士の指導を受けてい

ます。 

③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

 内部監査につきましては、社内各部門の責任者が監査役と連携して、他部門の業務執行状況について、定期

的な業務監査を行っております。監査役は取締役会に出席するほか重要な会議に常時出席し、経営監視の機能

を果たしております。また、常勤監査役による日常稟議書等の点検により業務執行状況を常に監査しておりま

す。会計監査は、中央青山監査法人と監査契約を締結し、監査契約に基づき会計監査を受けております。業務

を執行している公認会計士の氏名等は、以下のとおりであります。 

     公認会計士   齋藤 正三   中央青山監査法人 

     公認会計士   大木 智博   中央青山監査法人 

    継続監査年数については、2名ともに7年以内であるため、記載を省略しております。 

    また、監査業務に係る補助者は、公認会計士５名及び会計士補４名であります。  

  

（２）役員報酬の内容   

取締役の年間報酬額 44,580千円 （うち社外取締役2,400千円） 

監査役の年間報酬額  8,304千円 （うち社外監査役1,200千円） 

（３）監査報酬の内容 

当社が中央青山監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬額は8,000千円であります。 

上記以外の報酬額はありません。 

（４）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

   社外監査役浅井昭弘及び内村幸弘と当社との間に取引関係その他の利害関係は、ありません。なお、期中において

  社外取締役１名が退任しております。 

  



（５）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 

  ① 取締役会は、原則として毎月1回以上開催し、経営の基本方針その他重要事項を決定するとともに、業務執行状

   況を監督しております。 

  ② 監査役は、取締役会及び重要な会議に常時出席し、取締役等から報告を受けるとともに、定期的な業務監査を実

   施しております。 

  ③ 四半期情報開示を継続実施しております。 

  ④ 平成16年12月15日に、ＩＲ活動の一環としてアナリスト、機関投資家を対象とした会社説明会を開催いたしまし

   た。 

  

（６）業務執行と内部統制図   

  

  



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）及

び当事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を

受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ．流動資産    

１．現金及び預金  82,713 140,415 

２．売掛金  4,770 122 

３．仕掛品  － 126,588 

４．前払費用  6,160 5,693 

５．未収消費税等  32,413 5,982 

６．その他  1,297 222 

流動資産合計  127,355 11.7 279,024 23.1

Ⅱ．固定資産    

(1）有形固定資産 ※２   

１．建物 ※１ 265,214 236,000 

２．構築物  3,586 4,718 

３．工具器具備品  25,451 15,459 

４．土地 ※１ 593,905 593,905 

有形固定資産合計  888,158 81.3 850,085 70.4

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア  3,866 999 

２．電話加入権  1,693 1,693 

無形固定資産合計  5,560 0.5 2,693 0.2

 



   
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  39,819 66,505 

２．関係会社株式  6,653 － 

３．保証金  24,256 9,082 

投資その他の資産合計  70,728 6.5 75,587 6.3

固定資産合計  964,447 88.3 928,366 76.9

資産合計  1,091,803 100.0 1,207,391 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ．流動負債    

１．短期借入金 ※7 － 50,000 

２．未払金  132,058 31,725 

３．未払費用  1,819 2,627 

４．未払法人税等  1,210 16,882 

５．前受金  2,281 234,170 

６．預り金  2,647 2,974 

７．株主からの短期借入金 ※1 150,000 150,000 

８．その他  10,476 10,476 

流動負債合計  300,491 27.5 498,855 41.3

Ⅱ．固定負債    

１．預り保証金  － 12,550 

２．退職給付引当金  7,512 － 

３．繰延税金負債  4,834 15,623 

４．その他  7,800 － 

固定負債合計  20,147 1.9 28,173 2.4

負債合計 
 

320,638 29.4 
527,029 43.7

     
 



   
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ．資本金 ※３ 3,719,819 340.7 3,719,819 308.1

Ⅱ．資本剰余金    

(1）資本準備金  3,743,079 3,743,079   

資本剰余金合計  3,743,079 342.8 3,743,079 310.0

Ⅲ．利益剰余金    

(1）利益準備金  24,900 24,900   

(2）当期未処理損失  6,722,907 6,829,606   

利益剰余金合計  △6,698,007 △613.5 △6,804,706 △563.6

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

 6,876 0.6 22,773 1.9

Ⅴ．自己株式 ※４ △603 △0.0 △603 △0.1

資本合計  771,164 70.6 680,361 56.3

負債資本合計  1,091,803 100.0 1,207,391 100.0 

     



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ．売上高    

 １．サービス売上高 75,092 －   

 ２．システム開発売上高 － 184,000   

 ３．不動産賃貸収入 22,339 34,159   

 ４．その他 67,156 164,588 100.0 3,007 221,167 100.0 

Ⅱ．売上原価    

１．サービス原価 673,382 －   

２．システム開発原価 － 117,925   

３．不動産賃貸原価 15,267 16,635   

４．その他 51,655 740,305 449.8 － 134,560 60.8

売上総利益又は売上総損失（△）  △575,716 △349.8 86,607 39.2

Ⅲ．販売費及び一般管理費    

１．販売許諾料 61,000 －   

２．広告宣伝費 93,820 －   

３．販売促進費 41,804 －   

４．役員報酬 58,952 52,884   

５．給料手当 84,659 11,615   

６．租税公課 － 16,807   

７．福利厚生費 13,001 4,406   

８．退職給付費用 7,195 －   

９．支払手数料 27,614 28,453   

10．業務委託料 127,484 5,265   

11．旅費交通費 6,299 3,337   

12．減価償却費 11,619 7,742   

13．賃借料 39,176 12,035   

14．研究開発費 ※１ 13,924 －   

15．その他 83,333 669,885 407.0 23,663 166,209 75.2

営業損失  1,245,602 △756.8 79,602 △36.0

 



  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ．営業外収益    

１．受取利息 57 6   

２．受取配当金 183 198   

３．為替差益 － 3   

４．機器賃貸収入 2,331 1,463   

５．消費税還付金 400 170   

６．その他 79 3,051 1.9 222 2,065 0.9

Ⅴ．営業外費用    

１．支払利息 1,564 3,683   

２．社債利息 6,274 －   

３．為替差損 2,509 －   

４．リース解約損 2,072 728   

５．機器賃貸原価 2,134 534   

６．その他 920 15,475 9.4 265 5,211 2.3

経常損失  1,258,025 △764.3 82,748 △37.4

Ⅵ．特別利益    

 １．固定資産売却益 ※２ － － － 877 877 0.4

Ⅶ．特別損失    

１．固定資産除却損 ※３ 69,616 22,749   

２．社債償還損 7,853 －   

３．関係会社株式評価損 16,744 －   

４．関係会社清算損 － 970   

５．サービス終了損失 ※４ 1,061,685 1,155,900 702.3 － 23,719 10.7

税引前当期純損失  2,413,926 △1,466.6 105,589 △47.7

 



サービス原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,210 0.8 1,109 0.5

当期純損失   2,415,136 △1,467.4 106,699 △48.2

前期繰越損失    4,307,770 6,722,907 

当期未処理損失   6,722,907 6,829,606 

      

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ．材料費  28,183 4.2 － －

Ⅱ．労務費 ※１  54,042 8.0 － －

Ⅲ．経費    

１．外注加工費 15,324 －   

２．減価償却費 467,483 －   

３．業務委託料 60,700 －   

４．その他 51,670 595,179 87.8 － － －

当期サービス費用  677,404 100.0 － － 

期首製品たな卸高  26 － 

合計  677,431 － 

他勘定振替高 ※２  4,049 － 

期末製品たな卸高  － － 

当期サービス原価  673,382 － 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．労務費には以下の費用が含まれております。        ――――――――――――― 

退職給付費用          3,332千円   

※２．他勘定振替高は販売促進費への振替1,952千円、研

究開発費への振替2,096千円であります。 

  



システム開発原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ．材料費  － － 70,817 29.0

Ⅱ．労務費    － － 22,673 9.3

Ⅲ．経費    

１．減価償却費 － 3,677   

２．業務委託料 － 133,950   

３．その他 － － － 13,394 151,022 61.8

当期総製造費用  － － 244,513 100.0 

期末仕掛品たな卸高  － 126,588 

当期システム開発原価  － 117,925 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日）  

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

      ――――――――――――――  １．原価計算の方法 

   システム開発原価については、プロジェクト別個  

   別原価計算によっております。  



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

    

１．税引前当期純損失   △2,413,926 △105,589 

２．減価償却費   498,119 24,394 

３．退職給付引当金増減額   4,619 △7,512 

４．賞与引当金減少額   △9,312 － 

５．受取利息及び受取配当金   △240 △204 

６．支払利息及び社債利息   7,838 3,683 

７．為替差損益   2,509 △3 

８．固定資産売却損益   － △863 

９．固定資産除却損   69,616 22,749 

10．関係会社株式評価損   16,744 － 

11．関係会社清算損   － 970 

12．社債償還損   7,853 － 

13．サービス終了損失   1,061,685 － 

14．売上債権の減少額   149,572 4,647 

15．たな卸資産の増減額   22,935 △126,588 

16．前払費用の増減額   △3,180 467 

17．消費税等収支額   △1,501 26,431 

18．前受金の増加額   － 231,889 

19．その他   △107,444 △76,546 

小計   △694,110 △2,077 

20．利息及び配当金の受取額   240 204 

21．利息の支払額   △2,481 △4,846 

22．社債利息の支払額   △4,841 － 

23．法人税等の支払額   △3,838 △1,238 

24．法人税等の還付額   1,096 139 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △703,934 △7,818 

 



    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

    

１．固定資産の取得による支出   △315,552 △6,226 

２．固定資産の売却による収入   121 886 

３．差入保証金等への支出   － △180 

４．差入保証金等の回収収入   113,786 15,353 

５．関係会社株式払い戻しによる
収入 

  32,529 5,682 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △169,116 15,516 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

    

１．短期借入金の増加額   150,000 50,000 

２．社債の繰上償還による支出   △1,100,000 － 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △950,000 50,000 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  58 3 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額   △1,822,992 57,701 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高   1,905,706 82,713 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 ※ 82,713 140,415 

      



④【損失処理計算書】 

    
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成16年12月22日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成17年12月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ．当期未処理損失   6,722,907   6,829,606

Ⅱ．次期繰越損失   6,722,907   6,829,606

      



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当社は、前事業年度936,380千円、当事業年度

1,245,602千円の大幅な営業損失を計上し、また営業キ

ャッシュ・フローも当事業年度には703,934千円と大幅

なマイナスとなっております。かつ、平成16年5月17日

に第１回無担保社債９億円及び第２回無担保社債２億円

について繰上償還を行っており、手元流動性が著しく悪

化しております。当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

  当社は、当該状況を解消すべく、（重要な後発事象）

2.に記載のとおり、平成16年11月9日付けで金融機関と

当座貸越元本極度額500,000千円の約定を締結しており

ます。 

  また、新たな収益の柱を確保する為に、（重要な後発

事象）１．に記載のとおり、平成16年10月29日開催の取

締役会において、「ディズニーワンダーランド」事業で

蓄積した、インターネット技術、オープンソースを利用

したシステム開発と運用のスキルを活用すべく、企業内

ネットワークシステム開発事業に進出することを決定い

たしました。その上で重点課題として「システム開発体

制の充実」「営業力の強化」を掲げて、総力をあげて取

り組んでまいります。 

  「システム開発体制の充実」につきましては、社内の

システム開発および営業の普遍的なノウハウを持つ人材

を核として、プロジェクト毎に専門性が高い外部スタッ

フを有効に活用し、組織の急速な拡大を抑えつつ、開発

期限の厳守、品質の確保、個別の顧客ニーズへのきめ細

かい対応ができる体制の早期確立に取り組んでまいりま

す。 

  「営業力の強化」につきましては、当面の営業活動

は、当社を含め、取引先等の人脈を最大限に活用し、受

注目標先を絞り込む形で行いますが、「システム開発体

制の充実」状況にあわせて、営業人員を拡充いたしま

す。また、顧客のビジネス展開を見極めて、そのために

必要なシステムを先取りし積極的な提案を行い、顧客の

期待に応え、その積み重ねで真のビジネスパートナーと

いえる信頼関係を築き、安定的に受注を確保できる体制

の確立を目指して、全社的に取り組んでまいります。 

さらに、「ディズニーワンダーランド」事業の売上の

成長にはまだ時間がかかり、その間運営コストが売上を

大きく上回る状況が続くと予想されることから、平成16

年11月10日開催の取締役会において、「ディズニーワン

ダーランド」サービスの終了を決定いたしました。 

当社は、前事業年度1,245,602千円、当事業年度

79,602千円の営業損失を計上し、また、営業キャッシ

ュ・フローも前事業年度703,934千円、当事業年度7,818

千円とマイナスとなっております。当該状況により、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

  当社は、当該状況を解消すべく、ＩＴソリューション

事業を収益の柱となるように成長させる為の重点課題と

して「システム開発体制の充実」と「営業力の強化」を

掲げて、総力をあげて取り組んでまいります。 

  「システム開発体制の充実」につきましては、ＩＴソ

リューション事業におけるコンサルティング、システム

企画・開発および営業のノウハウを持つ人材の確保を進

めるのと同時に、プロジェクト毎に専門性が高い外部ス

タッフを有効に活用し、コストを意識した上で、開発期

限の厳守、品質の確保、個別の顧客ニーズへのきめ細か

い対応ができる体制の早期確立に取り組んでまいりま

す。 

  「営業力の強化」につきましては、当面の営業活動

は、当社を含め、取引先等の人脈を最大限に活用し、受

注目標先を絞り込む形で行いますが、「システム開発体

制の充実」状況にあわせて、営業人員を拡充いたしま

す。また、顧客のビジネス展開を見極めて、そのために

必要なシステムを先取りし積極的な提案を行い、顧客の

期待に応え、その積み重ねで真のビジネスパートナーと

いえる信頼関係を築き、安定的に受注を確保できる体制

の確立を目指して、全社的に取り組んでまいります。 

なお、資金調達面につきましては、平成17年11月8日

期限の金融機関との300,000千円の当座貸越契約を1年間

延長しております。また、平成17年11月30日弁済期日の

150,000千円の借入金については、平成17年11月4日付け

で変更契約を締結し、弁済期日を平成18年11月30日に変

更しております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 



前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

この決定により、前事業年度からの重点課題でありま

す「徹底的なコスト削減」につきましては、現在も実行

中の人員削減、事務所縮小などによる固定費削減に加え

て、「ディズニーワンダーランド」サービスの終了以降

は、サービス運用コスト、営業販促コスト等が発生しな

くなることによる大幅なコスト削減を見込んでおりま

す。 

  財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

      ─────── 

  

 (2）その他有価証券 

①時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法、売却原

価は移動平均法） 

(2）その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

 ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)製品 

 総平均法による原価法 

(2)原材料 

 移動平均法による原価法 

      ――――――― 

  

      ――――――― 

  

      ――――――― 

  

(3)仕掛品 

 個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 ただし、建物（建物附属設

備を除く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

 定率法 ただし、建物（建物附属設

備を除く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物    ３年～45年 

構築物   10年～40年 

工具器具備品３年～15年 

建物    ８年～45年 

構築物   10年～40年 

工具器具備品３年～15年 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  コンテンツについては見込利用可能期

間（３～５年）における見込販売収益に

基づく償却額と見込利用可能期間に基づ

く定額償却額にいずれか大きい額により

償却しております。 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（３～５年）

による定額法により償却しております。 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（３～５年）

による定額法により償却しております。 

  

４．繰延資産の処理方法 (1）社債発行差金     ─────── 

   社債の償還期間にわたり均等償却し 

 ております。 

  

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上

しております。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、計上しております。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引にかかる方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許資

金、随時引き出し可能な預金及び取得日

から３か月以内に満期日の到来する定期

預金からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

  

同左 



表示方法の変更 

追加情報  

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日） 

（貸借対照表関係） 

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収消費税等」は当期において資産総額の100

分の1を超えたため、区分掲記することに変更しまし

た。 

なお、前期末の「未収消費税等」の金額は、30,912千円

であります。 

  

（貸借対照表関係） 

前期まで固定負債の「その他」に含めて表示しており

ました「預り保証金」は当期において資産総額の100分

の1を超えたため、区分掲記することに変更しました。 

なお、前期における「預り保証金」の金額は、7,800千円

であります。 

（損益計算書関係） 

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「販売促進費」は「販売費及び一般

管理費」における重要性が高まったため区分掲記するこ

とに変更しました。 

なお、前期における「販売促進費」の金額は、34,031

千円であります。 

  

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「機器賃貸収入」及び「消費税還付金」は、営

業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記するこ

とに変更しました。 

なお、前期における「機器賃貸収入」の金額は、2,651

千円、「消費税還付金」の金額は100千円であります。 

  

（損益計算書関係） 

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「租税公課」は「販売費及び一般管

理費」における重要性が高まったため区分掲記すること

に変更しました。 

なお、前期における「租税公課」の金額は、1,034千円

であります。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前期まで投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「差入保証金等の回収

収入」については、重要性が増した為、当期より区分掲

記することに変更しました。 

なお、前期の投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めておりました「差入保証金等の回収収

入」は180千円であります。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前期まで営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「前受金の増加額」に

ついては、重要性が増した為、当期より区分掲記するこ

とに変更しました。 

なお、前期の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めておりました「前受金の増加額」は 

2,264千円であります。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

         ─────── （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

 表示方法） 

    「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第9号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当期から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

15,672千円については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

※１．担保提供資産及び担保付債務 ※１．担保提供資産及び担保付債務 

担保提供資産 

建物 232,966千円 

土地 593,905千円 

計 826,872千円 

上記に対応す
る債務 

株主からの短期借
入金 

150,000千円 

計 150,000千円 

担保提供資産 

建物 228,271千円 

土地 593,905千円 

計 822,177千円 

上記に対応す
る債務 

株主からの短期借
入金 

150,000千円 

計 150,000千円 

   担保資産は、借入のために抵当権を設定しておりま

す。 

   担保資産は、借入のために抵当権を設定しておりま

す。 

※２．有形固定資産の減価償却累計額   322,727千円 ※２．有形固定資産の減価償却累計額   330,190千円 

※３．会社が発行する株式および発行済株式数の総数 ※３．会社が発行する株式および発行済株式数の総数 

授権株式数    普通株式 42,600,000株

発行済株式総数  普通株式 14,223,850株

授権株式数    普通株式 42,600,000株

発行済株式総数  普通株式 14,223,850株

※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は普通株式567株で有

ります。 

※４．自己株式  

当社が保有する自己株式の数は普通株式567株であ

ります。 

５．資本の欠損の額は6,723,510千円であります。 ５．資本の欠損の額は6,830,209千円であります。 

６．配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は6,876千円で

あります。 

 ７．     ―――――――――― 

６．配当制限   

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は22,773千円で

あります。 

 ７．当社は運転資金調達のため、取引銀行と当座貸越契 

  約を締結しております。この契約に基づく当事業年度 

  末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額     300,000千円

借入実行残高   50,000千円

差引額   250,000千円



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

13,924千円 

※１.        ─────── 

  

  

※２．       ――――――― ※２．固定資産売却益は、工具器具備品877千円でありま 

   す。 

※３．固定資産除却損は、建物68,344千円、工具器具備品

1,272千円の除却によるものです。 

※３．固定資産除却損は、建物21,773千円、工具器具備品

976千円の除却によるものです。 

※４．サービス終了損失は、「ディズニーワンダーラン

ド」事業の終了に伴う費用を計上しております。 

※４．        ─────── 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※.現金及び現金同等物の期末残高と、貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※.現金及び現金同等物の期末残高と、貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金残高 82,713千円

現金及び現金同等物 82,713千円

現金及び預金残高 140,415千円

現金及び現金同等物 140,415千円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 7,236 5,128 2,108 

合計 7,236 5,128 2,108 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具備品 3,074 2,407 666

合計 3,074 2,407 666

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算出しております。 

（注）        同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,012千円

１年超 1,096千円

計 2,108千円

１年内 614千円

１年超 51千円

計 666千円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）        同左 

③ 支払リース料および減価償却費相当額 ③ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 2,047千円

減価償却費相当額 2,047千円

支払リース料 614千円

減価償却費相当額 614千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

（注）有価証券の時価評価額が、取得原価と比べて30％以上下落した場合には、回復可能性が認められる合理的な反証が

ない限り減損処理を行うことを社内基準により規定しております。 

(2）時価評価されていない主な「有価証券」 

（注）有価証券の時価評価額が、取得原価と比べて30％以上下落した場合には、回復可能性が認められる合理的な反証が

ない限り減損処理を行うことを社内基準により規定しております。 

（デリバティブ取引関係） 

区分 

前事業年度（平成16年９月30日） 当事業年度（平成17年９月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
            

①株式 22,608 34,319 11,710 22,608 61,005 38,396 

②債券 － － － － － － 

③その他 － － － － － － 

小計 22,608 34,319 11,710 22,608 61,005 38,396 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
            

①株式 － － － － － － 

②債券 － － － － － － 

③その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 22,608 34,319 11,710 22,608 61,005 38,396 

  
前事業年度（平成16年９月30日） 当事業年度（平成17年９月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

①子会社株式及び関連会社株式 6,653 － 

②その他有価証券     

非上場株式（店頭売買株式を

除く） 
5,500 5,500 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりません

ので該当事項はありません。 

同左 



（退職給付関係） 

（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定年金型の退職金制度として、適格退職

年金制度を採用しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職金制度として、退職一時

金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

(1)退職給付債務 7,742千円

(2)年金資産 229千円

退職給付引当金 7,512千円

(1)退職給付債務 －千円

   

退職給付引当金 －千円

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

(1）勤務費用 13,118千円

(2) 臨時に支払った割増退職金 1,545千円

退職給付費用 14,663千円

(1）勤務費用 －千円

   

退職給付費用 －千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等に

ついては、記載しておりません。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等に

ついては、記載しておりません。 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

ソフトウェア除却損 363,334千円

ソフトウェア仮勘定除却損 20,884千円

棚卸資産廃棄損 13,675千円

関係会社株式評価損 6,912千円

未払金 36,586千円

繰越欠損金 1,598,141千円

その他 3,104千円

繰延税金資産小計 2,042,639千円

評価性引当額 △2,042,639千円

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 

繰越欠損金 2,049,319千円

未払事業税 6,376千円

繰延税金資産小計 2,055,696千円

評価性引当額 △2,055,696千円

繰延税金資産合計 － 

その他有価証券評価差額金 △15,623千円

繰延税金負債合計 △15,623千円

繰延税金資産（負債）の純額 △15,623千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △4,834千円

繰延税金負債合計 △4,834千円

繰延税金資産（負債）の純額 △4,834千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失であるため記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

           同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

(1）役員および個人主要株主等 

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件および取引条件の決定方法 

社内における見積額を参考にして協議のうえ、決定しております。 

３．当社の宮本雅史氏からの借入金に対する建物及び土地の担保提供であります。 

当事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

(1）役員および個人主要株主等 

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件および取引条件の決定方法 

社内における見積額を参考にして協議のうえ、決定しております。 

３．当社の宮本雅史氏からの借入金に対する建物及び土地の担保提供であります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金ま
たは出資
金 

事業の内
容または
職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員 

横山俊朗 － － 

株式会社

ディープ

代表取締

役社長 

(被所有) 

直接 

1.66％ 

１ 

コンテ

ンツ開

発 

不動産賃貸及び

固定資産リース

料等 

17,891 － － 

西谷 亮 － － 

株式会社

アリカ代

表取締役

社長 

なし １ 

コンテ

ンツ開

発 

外注費及び固定

資産リース料等 
15,367 － － 

主要株主 

（個人） 

宮本雅史 － － － 

(被所有) 

直接 

53.37％ 

－ － 

資金借入 150,000 短期借入金 150,000 

建物の担保提供 

（注3） 
232,966 － － 

土地の担保提供 

（注3） 
593,905 － － 

社債償還 1,100,000 － － 

社債利息 6,274 － － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金ま
たは出資
金 

事業の内
容または
職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

役員 横山俊朗 － － 

株式会社

ディープ

（現株式

会社デジ

タルゴル

フ）代表

取締役社

長 

(被所有) 

直接 

1.65％ 

１ － 

不動産賃貸及び

固定資産リース

料等 

17,295 前受金 1,470 

主要株主 

（個人） 

宮本雅史 － － － 

(被所有) 

直接 

53.28％ 

－ － 

－ － 短期借入金 150,000 

建物の担保提供 

（注3） 
228,271 － － 

土地の担保提供 

（注3） 
593,905 － － 

支払利息 2,820 未払費用 2,080 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 54円21銭

１株当たり当期純損失金額 169円80銭

１株当たり純資産額 47円83銭

１株当たり当期純損失金額 ７円50銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当期純損失（千円） 2,415,136 106,699 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 2,415,136 106,699 

期中平均株式数（株） 14,223,283 14,223,283 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法の規定に基づく新株引受

権２種類（新株引受権の目的とな

る株式の数240,000株）及び新株

予約権３種類（新株予約権の数

27,840個）。これらの詳細は「新

株予約権等の状況」に記載してお

ります。 

旧商法の規定に基づく新株引受

権２種類（新株引受権の目的とな

る株式の数60,000株）及び新株予

約権４種類（新株予約権の29,940

個）。これらの詳細は「新株予約

権等の状況」に記載しておりま

す。 



（重要な後発事象） 

前事業年度（平成15年10月１日～平成16年９月30日） 

1．新規事業開始について 

平成16年10月29日開催の取締役会決議により、「ディズニーワンダーランド」事業で蓄積した、インターネッ

ト技術、オープンソースを利用したシステム開発と運用のスキルを活用することで、業容の拡大を図ることを目

的として企業内ネットワークシステム開発事業に進出することを決定いたしました。 

① 事業の内容 

・インターネット技術、オープンソース・ソフトウェアを利用したシステム企画から受託開発、システム・

インテグレーションおよび保守運営までの一貫したサービス 

・受託開発したソフトウェアのパッケージ化によるシステム販売 

② 事業の開始時期 

平成16年10月29日、当社組織を一部変更し、システム開発事業部を新設いたしました。 

③ 当該事業が営業活動に及ぼす重要な影響 

   同事業への進出は、当社がこれまでに培ったノウハウを活用するものであり、当社の新たな収益の柱となる

見込みであります。 

また設備投資につきましては、現在保有の資産を活用しますので、特に新たな設備投資の予定はありませ

ん。 

2．平成16年11月4日開催の取締役会決議により、平成16年11月9日付けで運転資金を確保するため、金融機関と

次のとおり当座貸越元本極度額の約定を締結いたしました。 

① 貸越元本極度額    500,000千円 

② 借入利率       金融機関所定の利率 

③ 取引期限       平成17年11月8日 

                 期限の前日までに当事者の一方から別段の意思表示がない場合には、更に期限を12

ヶ月間延長するものとし、以後同様とする。 

当事業年度（平成16年10月１日～平成17年９月30日） 

  

該当事項はありません。 

  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

（注）株式会社ＵＦＪホールディングスは、平成17年10月１日に株式会社三菱東京フィナンシャル・グループと合併し、

   株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループとなりました。   

    

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ

（注） 
41 37,250 

株式会社愛知銀行 1,300 17,355 

株式会社日本テレソフト 90 4,500 

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 600 4,056 

株式会社りそなホールディングス 8,000 2,344 

株式会社デジタルエンタティメントアカデミー 20 1,000 

その他３銘柄 12,041 0 

小計 22,092 66,505 

計 22,092 66,505 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．建物の当期増加額は、名古屋の１階事務所を賃貸するために要した改修工事費用3,516千円であります。 

２．建物の当期減少額のうち主なものは、本社事務所の３階と６階を閉鎖したために処分した建物附属設備

21,773千円であります。 

３．構築物の当期増加額は、名古屋の駐車場工事費用1,770千円であります。 

  

【借入金等明細表】 

（注）１．返済期限は平成17年11月30日でしたが、平成17年11月４日付で、変更契約を締結し、返済期限を平成18年11月

     30日に変更しております。 

  

【資本金等明細表】 

 （注） 当期末における自己株式の数は567株であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額また
は償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 481,889 3,516 27,864 457,541 221,540 10,957 236,000 

構築物 27,739 1,770 － 29,509 24,791 637 4,718 

工具器具備品 107,351 940 8,972 99,318 83,859 9,931 15,459 

土地 593,905 － － 593,905 － － 593,905 

有形固定資産計 1,210,886 6,226 36,836 1,180,276 330,190 21,527 850,085 

無形固定資産               

ソフトウェア 19,285 － 14,482 4,803 3,803 2,866 999 

電話加入権 1,693 － － 1,693 － － 1,693 

無形固定資産計 20,979 － 14,482 6,497 3,803 2,866 2,693 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 50,000 1.875 － 

一年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（一年以内に返済予定 

のものを除く。） 
－ － － － 

その他の有利子負債         

 株主からの短期借入金（注)１ 150,000 150,000 1.875 平成18年11月30日 

合計 150,000 200,000 － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 3,719,819 － － 3,719,819 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (14,223,850) (－)  (－)  (14,223,850) 

普通株式 （千円） 3,719,819 － － 3,719,819 

計 （株） (14,223,850) （－)  (－)  (14,223,850) 

計 （千円） 3,719,819 － － 3,719,819 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 3,743,079 － － 3,743,079 

計 （千円） 3,743,079 － － 3,743,079 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 24,900 － － 24,900 

計 （千円） 24,900 － － 24,900 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１）流動資産 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 仕掛品 

区分 金額（千円） 

現金 475 

預金   

当座預金 100,113 

普通預金 39,827 

計 139,940 

合計 140,415 

相手先 金額（千円） 

ボーステック株式会社 118 

株式会社データムポリスター 3 

日本電気株式会社 1 

合計 122 

期首残高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

4,770 75,490 80,137 122 99.8 11.83 

 品目 金額（千円） 

 システム開発 126,588 

合計 126,588 



２）流動負債 

① 前受金 

(3）【その他】 

 当社は株式会社ニフティから「ディズニーワンダーランド」サービスにおけるスターターキットの販売に関す

る欺罔行為があったとして、不当利得返還等請求訴訟（総額40,356千円）を東京地方裁判所に提訴されており、

現在係争中であります。 

 当社としては、株式会社ニフティとの契約遂行において瑕疵があったとは認識しておらず、正当な論拠を主張

し、訴えが取り下げられるか、または勝訴すると判断しております。 

相手先 金額（千円） 

東京リース株式会社 231,000 

株式会社ディープ 1,470 

積和不動産株式会社 1,139 

有限会社アーヴァインシステムズ 507 

その他 53 

合計 234,170 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）決算公告については、当社ホームページ（http://www.dwonderland.co.jp）に掲載することといたしました。 

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 － 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取手数料 

 １単元当たりの売買価格を算出し、次に定める売買委託手数料額を、

買取単元未満株式数で按分した額（１単元当たりの売買委託手数料額） 

 100万円以下の金額につき                1.150％ 

 100万円を超え500万円以下の金額につき          0.900％ 

（円未満の端数が生じた場合には切り捨てる。） 

 ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、

2,500円とする。 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第22期）（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日）平成16年12月24日関東財務局長に提 

 出。 

  

(2）半期報告書 

 （第23期中）（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成17年３月23日関東財務局に提出 

     企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま 

     す。 

 平成17年６月３日関東財務局に提出 

     企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書でありま 

     す。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

株 式 会 社 ディーワンダーランド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ディーワン

ダーランドの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの第２２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディーワン

ダーランドの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 （１）継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度936,380千円、当事業年度1,245,602千円の大幅な営業損

失を計上し、また営業キャッシュ・フローも当事業年度には703,934千円と大幅なマイナスであり、かつ、平成１６年５月１７

日に第１回無担保社債９億円及び第２回無担保社債２億円について繰上償還を行っており、手元流動性が著しく悪化している

という状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載され

ている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 （２）重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は、平成１６年１０月２９日開催の取締役会決議により、「ディズニー

ワンダーランド」事業で蓄積した、インターネット技術、オープンソースを利用したシステム開発と運用のスキルを活用する

ことで、業容の拡大を図ることを目的として企業内ネットワークシステム開発事業に進出することを決定している。 

 （３）重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は、平成１６年１１月４日開催の取締役会決議により、平成１６年１１

月９日付けで運転資金を確保するため、金融機関と当座貸越元本極度額の約定を締結している。 
  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 齋 藤 正 三 

      

  関与社員 公認会計士 大 木 智 博 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株 式 会 社 デ ィ ー ワ ン ダ ー ラ ン ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ディーワン

ダーランドの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディーワン

ダーランドの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度1,245,602千円、当事業年度79,602千円の営業損失を計上し、ま

た、営業キャッシュ・フローも前事業年度703,934千円、当事業年度7,818千円とマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 齋 藤 正 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 木 智 博 
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